
補 正 項 目

１ 新型コロナウイルス感染症対策
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

１ 学校教育活動の支援 154,838 新型コロナウイルス感染症対策に対応し、 総務部

［総務課］安全・安心な学校教育活動を進めるため、Ｐ

ＣＲ検査を実施 教育委員会

［ ］［対象者］ 学校企画課

［ ］・夏期休業明けに帰寮する寄宿舎生 保健体育課

・全国大会等に参加した児童・生徒及び

引率教員

・部活動の県外遠征等に参加した生徒及

び引率教員

２ 物産観光館における 2,970 新型コロナウイルス感染症の感染拡大防止 商工労働部

［しまねブラ感染防止対策 のため、間仕切り壁を撤去し、混雑解消と換

］気改善を実施 ンド推進課

３ 商工団体の相談支援 57,300 新型コロナウイルス感染症の影響による相 商工労働部

［ ］体制機能強化 談業務の増加に対応し、県内事業者の事業継 中小企業課

続を支援するため、商工団体の人員配置を助

成



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

４ 生活交通ネットワー 402,869 新型コロナウイルス感染症の影響により利 地域振興部

［ ］ク総合支援事業（乗 用者の減少が続く中 県民生活を支えるため、 、 交通対策課

、合バス整備緊急支援 事業を継続している県内のバス事業者に対し

事業） 乗合バスの更新経費の一部を助成

［助成対象経費］

令和４年度から令和６年度に実施する

乗合バスの更新に要する経費（島根県旅

客自動車協会に基金を造成）

［助成率］

1/2

［助成上限］

・１台あたり助成上限額

路線バス 1,500万円／台

高速バス 2,250万円／台

・１事業者あたり助成上限台数

保有台数の３割に相当する台数（１

台未満となる場合は１台）又は５台の

いずれか少ない方



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

５ 生活福祉資金の特例 250,000 新型コロナウイルス感染症の影響により、 健康福祉部

［ ］貸付 休業や失業等で収入の減少があった世帯に貸 地域福祉課

し付ける特例の生活福祉資金について、貸付

の受付期間が延長されたことに伴い、貸付原

資を増額

［貸付受付期間］

延長前 Ｒ４年３月末まで

延長後 Ｒ４年８月末まで

［申込先］ 市町村社会福祉協議会

［負担割合］ 国10/10

［貸付内容］

区 分
緊急小口資金

（休業された方向け）
総合支援資金

（失業された方等向け）

貸付上限 20万円以内 月20万円以内×原則３月以内

償還期限 据置期間経過後２年以内 据置期間経過後10年以内

貸付利子

保証人

 ・令和４年12月末以前に償還期間が到来する予定の貸付に
   関しては、令和４年12月まで延長
 ・令和４年４月以降の申請分については、令和５年12月まで
   延長

無利子

不要

据置期間

１年以内



２ その他
(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

６ 原子力防災対策事業 86,240 万一の原子力災害の発生に備え、原子力防 防災部

［原子力安全災資機材の整備を充実

対策課］［整備内容］

避難車両への放射性物質付着の有無を

効率的に検査できる体制を、より迅速・

確実に準備できるよう、放射線測定機器

（ゲート型モニタ）を追加整備

［負担割合］

国10/10

７ 地域おこし協力隊員 2,988 総務省が新たに実施するモデル事業を活用 地域振興部

［しまね暮ら募集・受入支援モデ し、地域おこし協力隊員の募集に対する充足

し推進課］ル事業 率や定住率の向上に向けた調査等を実施（国

10/10）

８ 出雲縁結び空港周辺 657,826 出雲縁結び空港の利便性向上を図るための 地域振興部

［ ］対策事業 運用時間の延長等に向けた対策を実施 交通対策課

［実施内容］

①滑走路に近接する民家の移転に係る用

地取得及び補償、空港に隣接する農地

等の取得に係る調査

②空港周辺住民の空調機器の更新・増設

工事

③空港周辺地域の地域振興策等



(単位:千円)

No 事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

９ 国民スポーツ大会競 23,603 カヌーの会場地市町村に選定された美郷町 環境生活部

［スポーツ振技施設整備事業 が行う競技施設の整備事業に要する経費を支

興課］援

10 県有施設の復旧事業 54,570 昨年夏の大雨による市道崩落で被災した水 農林水産部

［水産課］産技術センター（松江市）について、崩土撤

去後の復旧工事を実施

常設 仮設

対象経費
設計費、工事費（仮設に必要な委託、
リース、解体撤去費等含む）、補償
費、その他知事が必要と認める経費

対象範囲 改修 新設 －

補助率 1/2（※2） 2/3（※2） 10/10

補助限度額 1施設1億円

※１　県内に施設基準を満たす既存施設がないため、大会開催に向けて常設又は仮設により整備する競技施設

※２　補助基準額は補助対象経費から国庫補助金、地方債の元金償還に対する交付税措置等を除く。

［参考］市町村競技施設整備補助制度の概要

事業区分 一般競技施設
特殊競技施設（カヌーなど※1）

設計費、工事費、その他知事が必要
と認める経費

知事が必要と認める額


